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強風時の住家被害の拡大に及ぼす影響因子の分析
一構造物特性の指標化による風況特性との相関分析一

Identification of Affecters on Residential Damage Spreading due to Strong Winds 

 —Affecter Analysis on Wind Damage using Indexing Structural Properties—

友清 衣利子*,前 田潤滋*

Eriko TOMOKIYO and Junji MAEDA

It is known that the wind damage spreading to residential houses is more strongly affected by gust speeds 
rather than maximum wind speeds. Authors have examined the effects of wind properties on residential 
damage due to typhoons. However it was not easy to indicate a clear correlation between properties of wind 
and damage, because the  structural damage associated with strong winds is strongly affected by the various 
characteristics of structures. In this paper, we tried the damage analyses by quantifying the characteristics 
of buildings based on the information associated with Typhoon Bart (1999) and Typhoon Songda (2004). It 
was found that a rate of wooden buildings in an area has correlation to the residential damage due to the 
typhoons. Naturally if there are many aged buildings in the area, the wind damage of residential houses is 
spread. It is suggested that the characteristics of buildings as well as the gust speeds is a significant factor 
of spreading of structural damage. 

    Keywords: Wind hazard, Structural damage rate, Building age, Construction indexes, NeWMeK
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1.は じめに

近年,地 球温暖化の影響を受けた海表面温度の上昇に

よる台風の大型化が話題 となっている.地 球温暖化が台

風やハリケーンの大型化に強い影響を及ぼすと明言する

ことはできないものの,2004年 に10個 の台風が日本に

上陸 して日本全国各地に風水害をもた らした1)2)ことや

2005年 にアメリカ南部に上陸したハ リケーン・カ トリー

ナ3)に よって甚大な被害が起こったことは記憶に新 しい,

台風やハ リケーンによる強風被害は広域かつ長期間に及

び人的にも物理的にも様々な影響を及ぼすため,大 きな

社会的 ・経済的損失を与える.

台風モデルなどの気象モデル例えば4)や最大風速の統計

的予測手法例えば5)によって,局 所地形や周辺構造物の影響

を受けにくい海面や平地での平均的な風速の見積もりが

可能になりつつあるが,台 風時には平均風速の大きさの

みならず最大瞬間風速や風の乱れの強さ,強 風の継続時

間などの風特性に加え,構 造物の形状,築 年数,材 料な

どの構造物の特性が複雑に絡み合い,構 造物被害が発生

すると考えられる.既 往の研究によって 卵),最 大瞬間

風速が閾値を超えると住家被害が増大することは知 られ

ているが,風 と構造物に関わるその他の要因が構造物の

強風被害にもた らす影響はほとんど論 じられていないの
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が現状である.

著者 らは,1999年 台風18号 の場合での九州地区での

住家の被害状況を風速の継続時間や乱れの強 さ,強 風の

発生頻度に対 して整理し,そ の影響を報告している9)IO).

また,2004年 の台風18号 による構造物被害についても

同様に風特性を考慮 して,構 造物の強風被害拡大への影

響 を検討 した11)12).こ れ らの報告 によれば最大風速

10mls程 度から構造物に被害が生じ始め,25mlsを 超える

と継続時間が被害拡大に相関を持ち,風 の乱れが強いほ

ど被害が増加する傾向が見 られた.ま た,風 の乱れの強

さだけでなく,瞬 間的な高風速の発生する頻度が住家被

害の拡大へ影響を与えることを示唆 した.しか しながら,

強風被害は構造物の特性 に大きく影響を受けるため,定

量的に明確な関係性を見いだすに至っていない.

本論では1999年 の台風18号(以 降,台 風9918号)

と2004年 の台風18号(台 風0418号)に よる九州地区で

の住家被害情報を再整理 し,そ れ らの台風による構造物

被害率の増大に影響を与える要因としてこれまでと同様

に風観測記録にまず着 目し,そ の相関関係を検証する.

さらに,住 宅 ・土地統計調査13)に基づく各自治体での建

築物築年数および構造種別に着 目してその相関関係を検

討す る.あ わせてNeWMeK(九 州電力(株)広 域高密度

風観測システム)14),気 象官署15),AMeDASI6)で の観測

システムの特性を整理 し,そ の関係性を調べた.



2.台風9918と0418号 による住家被害の概要

台風9918号 は1999年9月24日 に熊本県牛深市付近

に上陸し,上 陸時の勢力は中心気圧940hPa,最 大風速は

45m/sと 推定 されている.熊 本県不知火町付近では高潮

被害が発生 したほか,熊 本県,鹿 児島県,大 分県では数

万戸もの住家が被害を受けた17).一 方,台 風0418号 は

2004年9月7日 に長崎県長崎市付近に上陸し,上 陸時の

勢力は中心気圧945hPa,最 大風速40m/sと 推定され,台

風9918号 よりも勢力はやや劣るものの,暴風域は広 く,

熊本県を中心に住家被害をもたらした1職 各台風の上陸

日時及び場所と上陸時の推定勢力を表1に 示す.表2は

各台風による九州各県での被害住家の戸数である.

図1と2に 台風9918号 及び0418号 による九州内各市

町村別の住家被害率分布18),19)を台風経路と合わせて示す.

図2に おいて台風0418号 による大分県での住家被害は

24戸 と軽微で,市 町村別の被害戸数が公開されていない

ために大分県全体での被害率を示 した.一 般に被害率は

ある区域 の総戸数に対する一部損壊以上の被害が発生

した住家の戸数の割合で定義するが,住 家の総戸数は入

手が困難なため,こ こでは総世帯数20)を代わりに使用 し

ている.図 中,住 家被害率の大きさを色の濃淡で区分け

し,台 風経路を黒線で示す.

どちらの台風 も台風経路の南東側 を中心に住家被害

率が高く,台 風9918号 では主に熊本県,鹿 児島県,大 分

県の九州中部で,台 風0418号 では熊本県,福 岡県を中心

とした九州北部で住家被害が発生 した.台 風9918号 上陸

時の九州全体の被害住家総数は,約10万 戸で鹿児島県の

北部か ら熊本県にかけて被害率が50%を 超える市町村が

複数見 られた.一 方,台 風0418号 上陸時には住家被害数

は台風9918号 に比べて少なく,住 家被害率が50%を 超

えた市町村別 自治体は一つだけであり,九 州全体では約

25,000戸 の住家被害になった.

表1台 風9918号 と0418号 の上陸時推 定勢力

表2台 風9918号 と0418号 による住家被害戸数

図1台 風9918号 による住家被害分布図 図2台 風0418号 による住家被害分布図



3.住 家被害に影響を与える因子

3.1風 観測記録

本論では構造物の強風被害に関わる風情報 として,

NeWMeK(九 州電力(株)広域高密度風観測 システム)14),

AMeDAS(地 域気象観測システム)15)および気象官署10の

観測記録を用いた.各 風観測装置の設置位置や記録の保

存書式を表3に 示す.図3は 各観測システムの観測点位

置である.NeWMeKは 九州各地に122の 観測点(2004年

9月 時点)を持ち,サ ンプリング周期0.25秒 の最大瞬間風

速値を記録するとともに1秒 平均風速風向記録を保持 し

ている.本 論では構造物被害に影響をもた らす風特性 と

して台風接近時の最大風速,最 大瞬間風速に加えて,突

風率,風 速の標準偏差,乱 れの強さについても検討を行

った.一 方,AMeDASは 九州内にllOの 風観測点を持つ

観測網であるが,10分 ごとに整数値での風速値を保管し

ているのみである.そ のため,影 響因子 としては台風接

近時の日最大風速のみを考慮 した.ま た,九 州内には26

の気象官署があり一時間毎の観測記録を保管している.

気象官署の観測記録からは台風接近時の最大瞬間風速 と

10分 間平均の日最大風速を選定した.最 大瞬間風速値は

O.25秒 を1秒 値に換算した値である(2004年 時点).

図4(a)と(b)にNeWMeK,AMeDASお よび気象官署の

風速計設置高度の頻度分布を示す.送 電鉄塔頂部に風速

計を設置 したNeWMeKの 最頻設置高度は30～50mで 比

較的上空の風を観測しているため,周 辺構造物の影響は

受けにくいと考えられるが,地 上付近よりも高い風速値

となる.一 方,AMeDASや 気象官署は地上高 さ10mに

風速計を設置することを原則 として定めてお り,住 家等

に実際に作用する地上付近の風速値を観測 していると考

えられるものの,周 辺構造物の影響を強 く受ける.ど の

観測システムともそれぞれに特徴を持つが,各 観測装置

の特性も影響因子としてあわせて検討するため,こ こで

は風速計の設置高度や周辺地形及び構造物の影響に対す

る補正は行わず,観 測記録そのものの値を用いた.

また,九 州内の各自治体に必ずしも観測点が存在する

とは限らないため,本 論では各自治体の市町村庁舎と最

も近い観測点での風観測記録をその自治体の代表風観測

記録とし,住 家被害率との関係を求めた.

図3NeWMeK,AMeDAS,気 象官署配置図

表3NeWMeK,AMeDAS,気 象官署 の観測 システム概 要

図4風 速計設置高さ頻度分布(NeWMeKとAMeDASお よび気象官署)



3.2構 造物特性

強風時の住家被害の拡大に影響を与えるものとして,

構造物の老朽化や施工状態,構 造種別,屋 根形状などが

考えられる21).本 論では平成10年 度(1998年 度)と平成

15年(2003年 度)度の住宅 ・土地統計調査13)をもとに,各

市町村での構造物の築年数および構造種別をまとめて,

以下のように強風被害への影響を検討するための指標 と

した.

住宅 ・土地統計調査は5年 ごとに我が国の住宅等の建

物および居住世帯に関する実態を調査するもので,調 査

区域の人口をもとに標本数が定められている.本 論では

台風9918号 による構造物被害には平成10年 度の調査結

果を,台 風0418号 時の被害に対 しては平成15年 度の調

査結果を用いた.九 州内で調査が行われた自治体は平成

10年 度128市 町村,平 成15年 度176市 町村で,そ の う

ち台風による強風被害調査の対象となる有効自治体数は

それぞれ57と91で あった.

まず,住 宅 ・土地統計調査の調査項 目の うち,住 宅の

建築時期か ら台風の影響を受けた当時の築年数をもとめ,

市町村別に各築年数での住家の割合を算出する.ただ し,

平成10年 度の調査では1945年 以前から1998年9月 まで

を6区 分に,平 成15年 度の調査では市区は1960年 以前

か ら2003年9月 までを8区 分に,町 村は1970年 以前か

ら2003年9月 までを6区 分に分けているので,そ のまま

では比較することができない.そ こで各築年数範囲に順

位をつけ,そ の順位に対応する構造物の総数に対する割

合をかけることで各市町村の築年数指標 を求めた.住

宅 ・土地統計調査の建築時期区分とその順位を表4に 示

す.築 年数が3年 以内の順位を1と し,築 年数33年 まで

は5年 間隔,そ れ以上の築年数は10年 間隔に順位を2

か ら9位 とした.1945年 以前に建築されたものはまとめ

て10位 とする.統計調査の区分が築年数順位の複数にわ

たる場合には,そ の平均値を順位とした.従 って新 しい

建築物が多い市町村ほど建築年数指数が小さくなる.

図5(a)と(b)に平成10年 度及び15年 度の各自治体の築

年数指標の分布を示す.築 年数指標の最大値は両年 とも

大分県竹 田市で6.28と6.68,平 成10年 度の最小値は熊

本県西合志町の3.85で,平 成15年 度は福岡県粕屋町の

4.05で ある.築 年数指標は地方部で大きく,都 心部の振

興住宅街で小さくなる傾向が見られた.

次に住宅 ・土地統計調査の結果より住宅等の構造種別

指標を求めた.平 成10年 度の調査では木造,防 火木造,

非木造の3区 分に,平成15年 度の調査では非木造をさら

に鉄筋コンクリー ト造または鉄骨鉄筋コンクリー ト造 と

鉄骨造に分けた4区 分に分類して公表している.築 年数

指標と同様に構造種別で順位をつけ,鉄 骨造を1位,木

造を4位 とする.各 順位に対応する構造物の割合をかけ

て,各 市町村の構造種別指標を求めた.表5に 構造種別

区分とその順位を示す.平成10年 度の非木造に分類 され

た構造物は,鉄 筋コンクリー ト造,鉄 骨鉄筋コンクリー

ト造または鉄骨造のいずれかであると仮定し,順位は1.5

とした.一 般に木造と比較 して鉄骨または鉄筋コンク リ
ー ト造構造物の方が耐風性により優れていると考え,一

般に強風被害事例の多い木造住家の割合が高い市町村で

は構造種別指標が大きくなるように定めた.

図6(a)と(b)に各市町村の構造種別の分布 を示す。構造

種別指標の最大値は平成10年 度には宮崎県小林市で

3.81,平 成15年 度は福岡県志摩町の3.85で ある.最 小値

は両年 ともに福岡市中央区で2.26と2.13で あった.都市

化の進んだ都心部では木造以外の構造物が多いため,構

造種別指標は小 さくなった.

表4建 築物の建築時期および築年数区分と順位(平 成10年 度及び15年 度住宅 ・土地統計調査)

図5自 治体ごとの建築年数指標(平 成10年 度及び15年 度住宅 ・土地統計調査)



表5建 築物の構造種別 と順位(平 成10年 度及び15年 度住宅 ・土地統計調査)

図6自 治体ごとの構造種別指標(平 成10年 度及び15年 度 土地 ・住宅統計調査)

4.各 影響因子と住家被害率の関係

4.1風 況特性

既往の研究で示されているように最大瞬間風速の増大

とともに住家被害率が増加することを確認するため,図

7(a)と(b)にNeWMeKお よび気象官署での最大瞬間風速

値 と住家被害率の関係を示す.ば らつきはかなり大きい

ものの最大瞬間風速が20～30m!s付 近で住家被害が生じ

始め,風 速値の増大とともに被害は指数関数的に増加す

る傾向が見られる.表6に 住家被害率 とNeWMeK,

AMeDAS,気 象官署での風速記録との相関係数とその有

意確率,有 効データ数をあわせて示す.有 意確率が0.05

以下であれば2つ の因子は線形関係を持ち,そ の相関係

数は有意であると考えられるため,有 意な相関係数を網

掛けで示 した.

表6に よれば住家被害率 とNeWMeKに おける最大瞬間

風速値および気象官署での最大瞬間風速値の相関は有意

であるが,その相関係数は0.18と0.17で 数値上は相関が

あるとは言い難い.し か しながら,相 関係数は2変 数間

の線形関係を表す指標であるため,図7に 示すように風

速値に対して指数関数的に増大する被害率との関係を相

関係数で表すことには無理がある.そ こで,住 家被害率

の対数をとり 「住家被害率(対 数)」 として,被 害率の対

数値 とそれぞれの風速記録との相関係数をもとめて表6

に点線で囲んで示 した.住 家被害率とその対数値の関係

は図8に 示す とお りである.

表6の 被害率の対数値 と各風速記録の関係に着 目する

と,NeWMeKお よび気象官署の最大風速と最大瞬間風速

との関係は有意 となった.最 大風速と被害率との相関係

数はNeWMeK,気 象官署ともに0.13で ほとんど相関は

図7最 大瞬間風速と住家被害率の関係

(NeWMeKと 気象官署)

図8住 家被害率 とその対数値の関係



ないものの,NeWMeKで の最大瞬間風速と被害率の相関

係数は0.24,気 象官署での最大瞬間風速値 との相関係数

は0.31と な り,弱 いながらも正の相関があることが分か

る.

また,3っ の観測システムでの風速記録の関係に着 目した

ところ,各観測システムでの最大風速値と最大瞬間風速値と

の相関係数はNeWMeKの 場合0.86,気 象官署の場合0.68

で,当 然のことながら強い正の相関が見られるが,NeWMeK

と気象官署の観測風速の間では,最 大風速で相関係数

一〇.13,最大瞬間風速で0.20と 相関が弱かった.そ れぞれの

観測点の風速計設置高度の違いや観測点周辺地物が観測

値に影響を与えている可能性がある.さらにAMeDASの 最

大風速とNeWMeKの 風速記録との関係は有意とは考えら

れない.気 象官署での観測記録との関係は有意ではあるも

のの相関係数は約0.2で 小さく,弱い相関が見られる程度で

あった.これはAMeDASの 風速計設置高度が10m以 下と

低いものが多く周辺建築物の影響を強く受けることと,風速

が整数値で記録されることで風速の詳細な変化が捉えられ

ないためと考えられる.つ まり,それぞれの風観測システム

での観測記録を単純に比較することは難しいといえる.また,

AMeDASの 最大風速値と住家被害率および住家被害率の

対数値とはほとんど相関がなかった.つ まり,AMeDAS以 外

に詳細かっ高密度な風観測システムのない地域において,

風速と被害の関係性を論じる場合には注意が必要である.

さらに風速値以外の風況特性と住家被害の関係を調べる

ためにNeWMeK観 測点での観測記録から最大瞬間風速

および最大風速が出現した10分 間の突風率,風 速の標準

偏差,乱 れの強さをもとめ,そ れらの変数と住家被害率の関

係を表7に 示す.有 意確率が0.05以 下となる相関係数は網

掛けで示した.住 家被害率の対数との相関が有意であると

考えられる風特性は最大瞬間風速値,最 大風速値,最 大風

速発生時の風速の標準偏差である.しかし,ここで示した最

大瞬間風速値と最大風速値および最大風速発生時の標準

偏差との関係に着 目すると,太字で示すとおりその相関係

数はそれぞれ0.86と0.51で 強い正の相関を示しており,最

大瞬間風速が大きいと最大風速およびそのときの風速の標

準偏差が大きくなることが分かる.つまり,最大風速および風

速の標準偏差と住家被害率の正の相関関係は,最 大瞬間

風速の影響を強く受けている可能性が高い.

そこで,最 大瞬間風速値を制御変数とし,住 家被害率お

よびその対数と各風況特性との最大瞬間風速との相関関係

を除いた偏相関係数をもとめた22).制御変数をkと した時

のiとjの 偏相関係数は以下の式で表 される.

ここに,r(i,j)は 変数iとjの 相関係数である.

表8に 最大瞬間風速値を制御変数としてその影響を排除

した場合の各風況特性と被害の関係を示す.住 家被害率の

対数と各風況特性との関係に着 目すると,最大風速発生時

の突風率と標準偏差,乱 れの強さの有意確率が0.05以 下と

なった.そ の相関係数はそれぞれ0.15,0.09,0.12で その関

係性は非常に弱いが,最 大風速が発生したときの風の乱れ

の特性を表すこれらの指標との関係が有意であるということ

は,最 大瞬間風速値以外の瞬間的に強い風が住家被害率

の増大に関係がある可能性を示すもので,強 風の発生頻度

と住家被害率との関係を示した既報9)-12)の結果を裏付けると

考えられる.

表6各 観測点での風速値と住家被害率の相関係数



表7NeWMeK観 測点での風特性 と住家被害率の相関係数

表8住 家被害率と最大風速艶よび榎準偏差の偏相関(最 大瞬間風速値を制御変数とした場合)

4.2構 造物特性

以下では強風時の構造物被害に影響を及ぼす構造物の

特性として定めた築年数指標 と構造種別指標に対し,住

家被害率との関係に着 目する.表9に 住家被害率および

その対数と築年数指標,構 造種別指標 との相関係数を示

す.同 表によれば,築 年数指標 と住家被害率の関係は有

意 とはならず関係性を論ずることは難 しい.一 方,構 造

種別指標と住家被害率または被害率の対数との相関は有

意で,そ の係数は0.34と やや正の相関が見られた.つ ま

り,築 年数の長短は強風被害の発生にほとんど影響を及

ぼさないが,木 造構造物の割合が多い自治体ほどその被

害率が増大すると考えられる.た だし,築 年数指標 と構

造種別指標の間には0.52の 正の相関があることから,木

造構造物が多い自治体ほど築年数の長い構造物が多いと

考えられ,住 家被害率の増大に構造物の築年数が関連 し

ている可能性は否定できない.ま た,強 風時の住家被害

は外装材の被害が主 となる場合が多いため,統 計調査の

建築時期か ら求めた建築物の主構造部材の築年数指標で

は建築物の耐風性を適切に評価 していない可能性があり,

構造物特性を示す指標はさらに検討す る必要がある.

ここまでは台風9918号 と台風0418号 時の被害をあわ

せて統計的な処理を行ってきたが,表4と5に 示す平成

10年 度と平成15年 度の住宅 ・土地統計調査の調査区分

は大きく異なるため,各 台風によって構造物特性を示す

指標が一致 していない可能性が考えられる.そ こで,台

風ごとに構造物特性 と住家被害率の関係を検討 した.

図9と10に 台風9918お よび0418号 時での住家被害

率と築年数指標および構造種別指標の散布図を示す.図



9よ り築年数指標 と住家被害率の関係に着 目したところ,

その関係にはばらつきがあるものの台風0418号 時の築

年数指標は台風9918号 時の指標に対 してやや大きくな

っており,台 風によって構造物特性と強風被害の相関関

係に差があると言える.図10よ り構造種別指標と住家被

害率の関係では台風による違いは見 られなかった.

表10と 表11に それぞれ台風9918号 と台風0418号 時

の住家被害率と築年数指標および構造種別指標の相関係

数を示す.表10よ り台風9918号 時には相関係数が有意

とならない場合が多い.こ れは平成10年 度の住宅 ・土地

統計調査の対象市町村数が少なく,有 効 となるデータ数

が少なかったためと考えられる.表11よ り台風0418号

のみに着目した場合には,住 家被害率の対数値 と築年数

指標および構造種別の相関関係はともに有意となった.

築年数指標 と被害率の相関係数は0.27でやや弱い正の相

関となる.一 方,構 造種別指標 との相関係数は0.43で 木

造建物が多いほど住家被害率が増加するとい う正の相関

があると考えられる.以 上のように2つ の台風による被

害をまとめて検討 した場合に比べると,そ の相関はより

明瞭になった.

前節の表4と 図5に 示すように,平 成10年 度の築年

数指標に比べて平成15年 度の指標はすべての自治体で

やや大きくなる傾向が見られることから,年 代の異なる

調査資料を基に統計処理を行 う場合には,築 年数指標の

定義を再検討する必要がある.ま た,平 成10年 度の住

宅・土地統計調査に比べ平成15年 度の調査区分はより詳

細で対象となる自治体も増えており,よ り正確な構造物

特性指標を求めることができたとも考えられる.つ まり,

各 自治体でのより詳細な構造物の築年数分布割合及び構

造種別分布の割合が分かれば,構 造物特性が強風時の住

家被害率の増大に及ぼす影響をより正確に見積もること

ができると言える.

表9住 家被害率と築年数および構造種別指標の相関

図9住 家被害率と築年数指標の関係 図10住 家被害率と構造種別指標の関係

表10住 家被害率と築年数及び構造種別指標の相関(台 風9918号 時)



表ll住 家被害率と築年数及び構造種別指標の相関(台 風0418号 時)

5.ま とめ

台風9918号 および台風0418号 時の市町村別の住家被

害情報を整理し,住 家被害率の増大に及ぼす風況特性と

構造物特性の影響を検討 した.風 況特性にはNeWMeK,

AMeDAS及 び気象官署での風速記録を用いてその影響

度を検討 し,構 造物の特性は築年数と構造種別に着 目し

て指標化 して検証 した.台 風による住家被害の標本数が

不足 していることと構造特性を示す統計調査資料が必ず

しも十分ではないことから,本 論では強風による構造物

被害の増大に及ぼす影響因子 とその影響係数の特定には

至っていないが,以 下のように所見をまとめることがで

きる.

(1)NeWM6Kと 気象官署での最大瞬間風速値の増大と

ともに住家被害率は指数近似的に増加 した.

(2)最 大瞬間風速値 と住家被害率は線形の相関ではな

いため,住 家被害率の対数値と最大瞬間風速値 との

相関係数をもとめたところ,O.2か ら0.3程 度の正の

相関となった.

(3)NeWMeKで の観測記録をもとに住家被害率と最大

風速,最 大瞬間風速,突 風率,風 速の標準偏差およ

び乱れの強 さの関係を調べたところ,こ れらの風特

性は最大瞬間風速値 と強い相関を持つ.

(4)最 大瞬間風速値を制御変数 として風特性 と住家被

害率との偏相関係数を求めたところ,最 大風速発生

時の突風率や標準偏差,乱 れの強さと住家被害率と

の関係性は有意であり,最 大瞬間風速値以外の瞬間

的な強風が住家被害に影響を与える可能性がある.

(5)NeWMeK,AMeDASお よび気象官署での風速値に

はほとんど相関はみられず,各 観測点での風速計の

設置高度や標高,周 辺構造物の影響が大きく,風 速

記録を単純に比較することができない.

(6)台 風9918号 と台風0418号 による住家被害率と各自

治体での建築物の築年数分布 との関係を求めたと

ころほとんど相関はみ られなかった.

(7)両 台風時の住家被害率の増大に対する構造種別の

影響を調べたところ,木 造住家が多い自治体ほど被

害率が大きくなる傾向が見 られた.

(8)そ れぞれ の台風 に対 して構 造物特性 と住家被 害率

の関係 を求 めた ところ,台 風9918号 時には住家被

害の増大 に対 して,平 成10年 度 の統計調査 に基づ

く構造物特性指標 はほとん ど影響 を及 ぼさない.

(9)一 方,台 風0418号 時 の住家被害 と平成15年 度の統

計調査 に基 づ く建築物 の築年数及 び構 造種別 との

関係 を調べた ところ,古 い建築物 の多い 自治体 ほど

被害が増加 し,ま た,木 造住家の割合が増加す るほ

ど被害率が増大す る傾向が見 られた.
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